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該当する□には、レ印を記入してください。特定事業者以外の]|F業者の方はし印の記入は不要です。

「基蝋年度」とは計画期間の前年度を、「目標年度」とは計画期|H1の最終年度を、「報告年度」とは計画期|川のうち、今回報告の対象となる年度をいいます。

「事業所等排出区分」とは京都府内の事業所等の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する温室効果ガスを、「輸送巾両排Ul区分」とは自動車運送躯業者については使用の本拠の位臘を京都府内とする１，:両
の排出する温室効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物''1:両又は旅客Iにldiiの排出する温室効果ガスを、「その他排出区分」とは上記以外の京都府内におけるZ1F業所等の事業活uihに伴い発生する温室効采ガス
をいいます。

「原単位当たりの温室効果ガス排出吐等」の「用途区分」には、○○兀場、！}｢務所などの用途を記入してください.「原単位の指標」には、分子の「二酸化炭素換算」の下に分母となる指標（生産数皿、廷ぺ床面
積、走行距離等）を記入してください。

「その他の地球温暖化対策による温室効果ガスの削減、等」のうち「森林の保全及び整蝋」の「lEl標年度（計画）」欄には:f1uli期llllI(Ｉの目標の累計を、「報告年度（実綱）」欄には実繊の累計を記入してください。

「特記事項」には、平成２年度（１９９０年度）を基蹴とした排出趾の対比や、省エネ製品開発など他者の温室効果ガス排出１１ﾘ減への貢献、グリーン調達の採用、特定フロンなどの条例指定外の温室効果ガスの＃11減
などを記入してください。

１
２
３
 

注

４ 

５
６
 

住所（法人にあっ
ては、主たる事務

所の所在地）
京都市下京区中堂寺櫛笥町1番地

氏名（法人にあっ
ては、名称及び代
表者の氏名）

彌榮自動車株式会社取締役社長粂田佳幸

事業者の主たる
業種 運輸業（一般乗用旅客自動車運送事業）

該当する事業者
要件 ｒ京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第１号該当事業者（大規模エネルギー使用事業者（原油に換算して1,500キロリットル以上））

椋

r、

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第２号又は第３号該当事業者（大規模運送事業者（トラック又はバス100台以上／タクシー150台以上／鉄道車両
150両以上）

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第４号該当事業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化炭素に換算して3,000トン以上））

計画期間 平成20年4月 戸～ 平成23年3月

基本方針

彌榮自動車株式会社は「京都議定書」を生み出した京都を基盤とする旅客運送事業者として、環境保全活動に取り組み法令等を遵守し、創業以来培う「安
全」「快適」「信頼」を基本とする高品質なサービスの提供により地域に貢献し、企業活動と自然環境の調和を目指して社会的責任を果たします。

推進体制
取締役社長を統括環境保全管理責任者とする環境保全活動推進体制を導入し、取締役運輸部長を統括環境保全活動推進責任者として本社・各営業センターお
よび環境保全推進事務局で取り組みを行っている。

環境マネジメントシステム名称 グリーン経営認証

適用範囲 中央営業センター

取得年月日 平成17年９月９日

年度ごとの具体
的な取組及び槽
置の状況

年度

平成22年度

平成22年度

平成22年度

平成22年度

平成22年度

設備、対象、工程等

運輸部

各営業センター

自動車サービスセン

営業部

総務部

措置内容
ノイトリンク･メトツフ単IiIi1への１１俔灰代替。111罫牛にげ|さ続きｌエコドフイフ推進畢菜ﾘﾂT」として取り組み醤強化。昨年度導入したフラクインハイプリッドプリウスが１京

都ＥＶ・PHV物語」に参加。

各営業センター運行管理者や教育研修センターの管理職を中心にエコドライプ講習（交通エコロジー・モビリテイ財団認定）を受講した。
･ 

法令を遵守して廃棄物の適正管理を行うととに、環境に配慮した111両整蝋・点検を行った。

デジタルGPS-AVMシステムの本格運用スタート。空車待機エリアを設定、効率的な無線配車及び現地配車が可能になり、空車走行距離の削減に努めた。

空調機の適正温度設定、残業の削減、ライトダウン、環境に優しい設蝋への更新、ゴミ分別の工夫など、事業所内の省エネルギー化活Killを推進した。

温室効果ガスの
排出量等 排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ｂ輸送車両排出区分

Ｃその他排出区分

排出合計

実績に対する自己評価

基準年度（実績）

(平成19）年度
(二酸化炭素換算）

目標年度（計画）

(平成22）年度
(二酸化炭素換算）

増減率
(計画）

報告年度（実績）

(平成22）年度
(二酸化炭素換算）

増減率
(実績）

648.5ｔ 648.5ｔ 0.0％ 641.7ｔ －１．０％ 

11,313.6ｔ 11,313,6ｔ 0.0％ 9,753.7ｔ -13.8％ 

12.0ｔ 9.0ｔ -25.0％ 46.8ｔ 290.0％ 

＊１ 11,974.1ｔ ＊２ １１，９７Ｌ１ｔ 0.0％ ＊４ 10,442.2ｔ -12,8％ 

温室効果ガス排出戯は本年度もり|き続き前年度よりも減少する結果となった。特に、輸送車両排出区分において大きく減少しており、主な要因とし
て、日常的なエコドライ

による車両稼働の低下.
プ、アイドリング
走行距離の減少、

･ストップの実施、嚇業所内での省エネの取り組み等が挙げられる。また、他の要因として、景気の悪化
保有車両の減車施策が考えられ、現状分析を充分に行い、取り組みを強化していきたい．

原単位当たりの
温室効果ガス排
出量等

用途区分 原単位の指標

営業車両
二酸化炭素換算一
実車走行距離（万ｋ、）

事業所
二酸化炭素換算

廷床面積

二酸化炭素換算

実績に対する自己評価

基準年度（実績） 目標年度（計画） 増減率（計画） 報告年度（実績） 増減率（実紙）

6.930ｔ－CO2/万k、 6.860ｔ－CO2/万k、 -1.0％ 7.230ｔ~CO2/万k、 4.3％ 

0.120ｔ－CO2/㎡ 0.120ｔ－CO2/㎡ 0.0％ 0.114ｔ－CO2/㎡ -4.7‘X） 

％ ％ 

GPSデジタル配車システムの本格運用をスタート。エコドライプ推進や嚇業所内での省エネの取り組みで排出量の削減を着実に進めているが、最気の
悪化による実車走行距離の落ち込みや保有車両の減車施策などによって原単位に影響がでている.次年度は、ＧＰＳデジタル配車システムの活用に
より一層の効率配車を目指し、実車走行距離を伸ばすことに注力していきたい。

その他の地球温

暖化対策による
温室効果ガスの
削減量等

対策等の区分

森林の保全及び整備

府内産の木材の利用

自然エネルギーを利用した電力
又は熱の供給

グリーン電力の購入

家庭における温室効果ガス排出
量の削減効果分の購入

削減量等合計

目標年度（計画）

取組量等 (二酸化炭素換算）

(整傭面稲） hａ (吸収鉦） ｔ 

(利用jik） １，３ (削減戯） ｔ 

(充電麓） kwｈ (削減趣） ｔ 

(熱供給麺） GＪ (削減趣） ｔ 

(購入姓） kwｈ (削減舷） ｔ 

(購入!ik） ｔ (削減壁） ｔ 

＊３ ｔ 

報告年度（実績）
取組量等 (二酸化炭素換算）

(整蝋面禰） hａ (吸収壁） ｔ 

(利用趾） ｎｌ３ (削減鼬） ｔ 

(充電艇） kwｈ (削減瞳） ｔ 

(熱供給量） GＪ (削減職） ｔ 

(鰄入Zk） kwｈ (削減鮭） ｔ 

(鰄入量） ｔ (削減量） ｔ 

＊５ ｔ 

差引排出量

(排出合計一削減等合計）

基準年度（実績）

＊１ 11,974.1ｔ 

目標年度（計画）

(*2)-(*3）１１，９７１．１ｔ 

増減率（計画）

0.0％ 

報告年度（実績）

(*4)－(*5） 10,442.2ｔ 

増減率（実績）

-12.8％ 

地球温暖化対策
に資する社会貢
献活動

テムを本格縁勤させ、一酒の効率的な配車が可能となり、空車走行距離の削減に努める。公共交通機関として自家用車からの乗り換え需要の受け皿となるとともに、それにふさわしい環境
に優しい事業運営を目指し取り組みを行うとともに、旅客運送事業者として、市民のみなさまへのアイドリングストップ、エコドライブの啓発活動などの環境保全活動の推進の取り組みを
実施した。また、昨年度導入したプラグインハイブリッドプリウスによる営業運行を拡充し、同車種の特性を活かした観光プラン等の企画運行、『京都ＥＶ・PHV物語』への参加、高島屋にＩ)胤
設されたＥＶ・PllV専用タクシー乗り場での営業を通して、ＥＶ・ＰｌＩＶの普及啓発努める。

特記事項 半旗17牛９月９１二IにＩクリーン涯寓認証」（C260002)を中央営業センターが取得。嚇業活動全般で「環境保全活動の推進」をキーワードに取り組みを進めている。グリーン経営認証の設定ス
テップをI頓次取り組むことで環境保全活動を全社で推進している。平成22年４月、デジタルCl,S-AVMシステムの本格jilimをljII始。効率的な無線配Hlr及び現地配車が可能となり、空ＩＩＬ走行比率
の低下に努める。また、昨年度に引き続いてタクシー車両の全車アイドリング・ストップ'|】[両への順次代替を行う。１F務部''11においても、残業時間の削減、ライトダウン、空調機の過iE温
度設定、環境に優しい設備への更新の検討などを継続した。平成22年８月、全国のタクシー卒業者として初めて、近畿運輸局交通関係環境保全優良事業者等局長表彰受賞。


